
 

 

本文書は参考のための仮翻訳であり、正文は英文です。英文の正式な案内については、こちら

のページをご覧ください。 
 

米国国務省 

在日米国大使館 広報・文化交流部 

資金供与機会の通知 

 

資金供与機会名：在日米国大使館 PAS年間プログラム 

資金供与機会番号：PAS-TOKYO-FY20-01 

申請締切日：2020年 1月 31日 

CFDA番号：19.040 - 広報文化外交プログラム 

利用可能総額：200,000.00ドル 

1助成あたりの上限額：100,000.00ドル 

 

 

A. プログラムについて 

 

米国国務省・在日米国大使館広報・文化交流部（PAS）は、広報文化外交小規模助成プログラ

ムを通じた資金供与を行います。本書は、資金供与に係る本省の優先順位、本省が重点を置く

戦略的テーマ、及び資金供与申請手続を概説した年次プログラム記述書です。以下の指示すべ

てに慎重に従ってください。本ステートメントは、資金が利用可能であることを条件としま

す。 
 

小規模助成の目的 

PAS東京は、共通の価値観をクローズアップし日米二国間協調を促進する文化交流プログラム

企画を通じて、日米間の文化交流を強固にするプロジェクトに関する参加表明書（State of 

Interest：SOI）を募集します。すべてのプログラムは、米国的文化要素、または米国の政策及

び視点の理解の向上を促す特定分野における米国の専門家、組織もしくは機関とのつながりを

含むものでなければなりません。 
 

以下は、PASによる小規模助成プログラム案件の 1例です（但しこれらに限られません）。 

⚫ 学術的・専門的講義、セミナー及び講演者プログラム 

⚫ 芸術・文化ワークショップ、合同上演及び展示 

⚫ 専門的・学術的交流及びプロジェクト 

 

プログラムの優先分野 

 

https://www.grants.gov/view-opportunity.html?oppId=321093
https://www.grants.gov/view-opportunity.html?oppId=321093


 

 

I. 日米二国間関係 

米国の政策、文化及び価値を日本の聴衆に説明することによって、二国間関係に好影響を及ぼ

すことを目指すプログラム 
 

II. 地域安全保障 

地域の安全保障、兵器不拡散及び暴力的過激主義対策の問題、並びにアジア太平洋地域におけ

る多国間協力を促し安定性を高める交流に取り組むプログラム 
 

III. 経済成長 

二国間貿易、投資、経済統合、起業家精神、イノベーション、知的財産権及び女性の社会的地

位の向上に関するプログラム 
 

IV. 社会問題 

人権並びに多様性及びその受容のさらなる理解を促すことを目指すプログラム 

 

V. 英語教授 

英語教授に関する分野における教師養成を促進するプログラム、または日本の若者の間におけ

る英語学習を促進するプログラム 
 

VI. 教育 

米国留学、日本の大学の国際化、日米の高等教育機関の間の連携構築の促進に関するプログラ

ム 
 

参加者及び聴衆 

PASが検討する助成は、日本の聴衆に向けられたものに限ります。 

下記の種類の案件は助成金交付の対象外です。 

• 党派的政治活動に関するプロジェクト 

• 慈善または開発活動 

• 建設プロジェクト 

• 特定の宗教活動を支援するプロジェクト 

• 資金調達キャンペーン 

• 特定の法案またはプロジェクトに向けたロビー活動 

• 科学研究 

• 団体の成長または組織開発を主要な目的としたプロジェクト 

• 私的利用のための資金を求めるプロジェクト 

 

資金の授権法、種別及び年度 



 

 

資金供与権限はスミス・ムント法の規定に基づきます。資金源は 2020年度広報文化外交供与資

金（Public Diplomacy Funding）です。 
 

B. 連邦資金の交付に関する情報 

 

本通知は、資金が利用可能であることを条件とします。 

実施期間：最大 24ヵ月 

助成予定件数：5件（申請者の資金供与希望額による） 

助成金額：最低 1,000.00ドル～最大 100,000.00ドル 

利用可能資金総額：200,000.00ドル 

資金種別：2020年度広報文化外交供与資金 

プロジェクト開始予定日：申請書提出日からプロジェクト開始予定日までの期間が 3か月以上

あること 
 

資金供与手段の種別 

助成、定額交付金、個人への助成または協同契約。協同契約は、PAS人員がより積極的に助成

の実施に関与するという点で連邦助成契約とは異なります。 
 

プロジェクト実施期間 

提案されるプロジェクトは、2年以内に完了する必要があります。PASは、当初の予算期間を

超えた、本助成制度に基づく資金供与の継続申請について、非競争的に、資金の利用可能性、

プログラムの満足のいく進捗、及び資金供与の継続が米国国務省の最善の利益となるとの判断

に基づき検討します。  

C. 適格性に関する情報 

 

1. 適格な申請者 

 

広報・文化交流部は、米国及び日本からの申請を奨励します。 

• プログラム企画経験を有するシンクタンク及び市民団体／非政府組織を含む、登録さ

れた非営利団体 
• 個人 

• 非営利または政府教育機関 

• 政府機関 

 

営利団体または商業組織は申請対象外です。 

 

2. 費用分担またはマッチング 



 

 

 

費用分担は必要ではありません。 

 

3. その他の資格要件 

 

申請者が提出可能な SOIは 1団体につき 1通のみです。1つの団体から複数の SOIが提出され

た場合、当該団体からのすべての SOIが資金供与の対象外とみなされます。 
 

助成管理システム（SAM）の除外対象者一覧システムに記載のある者は支援の対象外であり、

大統領令第 12549号（連邦規則集第 3編 1986 Comp.189ページ）及び第 12689号（連邦規則集

第 3編 1989 Comp. 235ページ）「参加資格喪失及び一時停止」を実施する連邦規則集第 2編第

180条の OMBガイドラインに従い、助成契約に基づくいかなる活動にも参加することはできま

せん。 
 

団体による SOIが承認された場合、当該団体が本申請を提出するためには、有効な固有企業識

別（UEI）番号（かつての汎用データ番号付けシステム（DUNS）番号）及び SAM.govの登録

が必要です。個人の場合には、UEI（DUNS）番号の取得、または SAM.govへの登録は不要で

す。  

D. 申請及び提出に関する情報 

• 申請提出の内容及び書式 

 

以下の指示すべてに慎重に従ってください。本通知の要件を満たさない SOI、または所定の要

件を遵守しない SOIは対象外となります。 

申請の内容 

申請の際は、下記に従ってください。 

• SOIでは本資金供与機会の最終目標及び目標を明示してください。 

• 文書はすべて英語とします。 

• 予算はすべて米ドルとします。 

• すべてのページに番号を付してください。 

• すべての文書はレターサイズもしくは A4用紙に書式を合わせてください。 

• Microsoft Word文書はすべて、行間を空けず、Times New Romanフォント・12ポイン

トとし、余白を 1インチ以上とします。 

 

申請方法 

 



 

 

プロジェクト及び予算に関する参加希望書（SOI）は、TokyoPASGrants@state.govまで送信し

てください。締切日である 2020年 1月 31日までに提出すれば検討対象となります。当該締切

日後の申請は受け付けません。  

SOI（最大 10ページ） 

SOIには、内容になじみの薄い人でも申請者の意図が正確に理解できるよう、十分な情報を記

載するものとします。自前の書式の利用も可能ですが、下記のすべての事項を含むものとしま

す。 
• プロジェクトの要旨：プロジェクトの目標及び期待される影響を含め、提案されるプロ

ジェクトを概説する手短な説明 
• 申請金額：申請する資金供与額 

• 申請を行う団体または個人の紹介：プロジェクト実施能力を示す過去及び現在の業務の

記載（米国大使館や米国政府機関からこれまでに受けたすべての助成に関する情報を含

みます）。 
• 問題点の記述：対処すべき問題の明確、正確かつ裏付けのある提示、及び提案するプロ

ジェクトの必要性。 
• プロジェクトの最終目標及び目標：「最終目標」には、プロジェクトが達成を目指す内

容、及び米国と日本との間の関係におけるいかなる側面が改善されるかを記載します。

「目標」とは、最終目標に向かう途中での中間的成果をいいます。これらは達成可能か

つ測定可能なものでなければなりません。 • プロジェクト活動：プロジェクト活動、及びそれが目標達成にいかに役立つかを記載し

ます。 
• プログラムの方法及び設計：プロジェクトが所定の問題を解決し目標を達成するために

いかにして機能するかの説明。 
• スケジュール：プロジェクト活動のスケジュール案。予定される活動及びイベントの日

時及び場所も記載します。 
• 主要人員：プロジェクトに携わる主要人員の氏名、役職、役割及び経験／資格。本プロ

ジェクト支援のために費やされる時間の比率は？ 
• プロジェクトパートナー：主要パートナー組織及び二次助成受領者の名称／氏名及び関

与種別を記載します。 
• プロジェクトのモニタリング・評価計画：これは助成成功における重要な部分です。連

邦助成の全期間を通じて、活動が適時に行われているかを確認するためのモニタリング

方法、及び連邦助成の最終目標達成を確認するためのプログラムの評価方法。 
• 将来の資金供与または持続可能性：助成金交付期間を超えてプログラムが継続するこ

と、またはその他の財源の利用可能性に関する申請者の計画（該当する場合）。 
 

提出した SOIが審査委員会により認められた場合、担当者より連絡の後、追加で下記の必須書

類の提出が求められます。 

mailto:TokyoPASGrants@state.gov


 

 

 

1. 申請書式：https://www.grants.gov/web/grants/forms.html#sortby=1 

 

• SF-424（連邦支援の申請– 団体）または SF-424-I（連邦支援の申請– 個人） 

• SF-424A（非建設関連プログラムの予算情報） 

 

2. サマリーカバーシート 

申請者の氏名・所属組織、日付、プロジェクト名、プロジェクト期間、予定開始・終了日及び

プロジェクトの目的概要を記載したカバーシート。 
 

3. 予算の算出根拠の説明 

上記 SF-424A（予算）の記入後、別の用紙を使用して各予算費用を詳細に記述します。詳しく

は、下記のセクション H（その他の情報：予算提出ガイドライン）を参照。 
 

4. 添付 

• プロジェクトの予定主要人員の 1ページの履歴書 

• 各プロジェクトパートナーによる、その役割及び責任を記載したサポートレター 

• プロジェクト活動に必要な場合、公式な許可証 

 

5. UEI及び SAM.govの登録 

連邦助成への申請を行うすべての団体（個人を除きます）はこの登録を行わなければなりませ

ん。 
登録・更新はすべて無料です（SAM.govの機関を装い料金を請求するメールにご注意くださ

い）。 
• Dun & Bradstreetによる固有識別番号（DUNS番号） 

• NCAGE／CAGEコード 

• www.SAM.govの登録 

 

ステップ1： DUNS番号とNCAGE番号を申請します（これらは同時に完了できます）。 

 

DUNS申請：申請団体（個人を除く）は、Dun & Bradstreetによる汎用データ番号付けシステム

（DUNS）番号が必要です。未取得であれば、電話（1-866-705-5711）で、または

http://fedgov.dnb.com/webformから取得可能です。  

NCAGE申請：申請ページはこちら： 

https://eportal.nspa.nato.int/AC135Public/scage/CageList.aspx 

米国内からの問合せ先電話番号：1-888-227-2423  

米国外からの問合せ先電話番号：1-269-961-7766  

NCAGEコード取得に関する問題の問合せ先Eメールアドレス：NCAGE@dlis.dla.mil 

https://www.grants.gov/web/grants/forms.html#sortby=1
http://www.sam.gov/
http://fedgov.dnb.com/webform
https://eportal.nspa.nato.int/AC135Public/scage/CageList.aspx


 

 

 

ステップ2：NCAGEコード取得後、https://www.SAM.govにログインしてSAM登録に進みます。

SAM登録は毎年更新が必要です。 
 

E. 申請審査に関する情報 

 

1. 基準 

 

各申請は、下記の評価基準に基づき評価されます。下記の基準は密接に関連しており、その全

体が、申請の全般的な品質を判断するうえで検討されます。 
 

団体の能力及び過去の助成記録 

団体が所定分野における専門知識を有しているとともに、プロジェクトを実施できる能力を有

していることを PASが確信できること。これには、財務管理システム及び銀行口座が含まれ

る。  

 

プログラムの構想の質及び実現可能性 

プログラムの構想が良く練られており、プロジェクト活動の実行方法が詳述されていること。

SOIには合理的な実行スケジュールが記載されていること。 

最終目標及び目標 

最終目標及び目標が明確に記載されており、提案される結果を達成するうえで最大限の影響を

もたらす可能性が高いプロジェクトのアプローチが採られていること。 
 

大使館の優先順位 

申請者は、所定の最終目標が在日米国大使館の優先分野または対象となる聴衆にいかに関連し

ているか、並びにこれをいかにサポートするものであるかを明確に説明していること。 
 

予算 

予算の算出根拠が詳細であること。費用が活動案及び期待される結果との関連において合理的

であること。予算が現実的であり、活動案達成のために必要なすべての費用の明細を明らかに

していること。  

モニタリング及び評価計画 

申請者は、主要指標に対するプログラムの成功を測る能力を示すとともに、SOIにおいて概説

された最終目標に対する進捗を示すためのマイルストーンを提示していること。プロジェクト

https://www.sam.gov/


 

 

には活動・成果指標を含み、これらがどの時点でどのようにして測定されるかが示されている

こと。 
 

持続可能性 

プロジェクト活動がプロジェクト終了後もプラスの影響を継続するものであること。 

 

2. 審査・選考プロセス 

 

審査委員会は対象となる申請すべての評価を行います。 

 

3. FAPIIS 

 

資金供与機会通知に基づく連邦助成に関して、実施期間において、連邦負担総額が資金供与機

会通知に基づく連邦助成に関する簡易取得基準を上回ることが連邦助成機関において見込まれ

る場合（第 200.88条「簡易取得基準」を参照）、本セクションでは申請者に対して次の各号を

通知する必要があります。  

i. 連邦助成機関は、連邦負担総額が簡易取得基準を上回る連邦助成を実施する前に、SAMを通

じてアクセス可能な、指定された業績・誠実性情報システム（現 FAPIIS）内の、申請者に関す

る情報を精査・検討する必要があること（合衆国法典第 41編第 2313条を参照）。  

ii. 申請者はその裁量によって、SAMを通じてアクセス可能な、指定された業績・誠実性情報シ

ステム内の情報を精査し、連邦助成機関がそれまでに入力し、現在、SAMを通じてアクセス可

能な指定された業績・誠実性情報システム内にある自身に関する情報にコメントすることがで

きること。  

iii. 連邦助成機関は、第 200.205条（連邦助成機関による、申請者がもたらすリスクの評価）に

記載される、申請者がもたらすリスクを評価する際には、申請者によるコメントを、指定され

た業績・誠実性情報システム内のその他の情報と併せて検討し、申請者の誠実性、ビジネス倫

理、連邦助成に基づく業績の記録に関する判断を行うこと。  

4. 通知及び連邦助成に関する予定日時 

 

申請は 2019年 10月 1日から 2020年 7月 31日の申請締切日までの間に受け付けられ、順次評

価が行われます。選考に漏れた申請者には申請から 30営業日以内に通知されます。次段階の検

討に進むこととなった申請者には 30営業日以内に連絡が行われ、残りの必須書類すべてを提出

するよう求められます。申請者はプロジェクトの予定開始日の 3ヵ月前までに申請を行う必要

があります。既に継続中のプロジェクトに関しては申請を受け付けませんのでご注意くださ

い。 



 

 

 

F. 連邦助成管理に関する情報 

 

1. 連邦交付通知 

 

助成契約または協同契約は、書面により、助成金担当官により署名され、交付され、管理され

るものとします。助成金授与契約は授権文書であり、確認及び署名のために Eメールにて受領

者に提供されます。受領者は、助成金担当官が署名した連邦助成文書に示された実施期間開始

日までの間、プロジェクト費用の支出を開始することはできません。SOIが資金供与対象とし

て選出された場合、国務省は将来さらなる資金供与を行う義務を負いません。供与資金を増額

し、または実施期間を延長するための交付の更新は、国務省の裁量によります。 
 

本通知の交付は米国政府側の助成交付の約束を構成するものではなく、また提案の作成及び提

出に要する費用の支払を米国政府に義務付けるものでもありません。さらに、米国政府は、受

け付けた一切の提案を拒絶する権利を留保します。  

支払方法 

支払は、プロジェクト活動の実施の必要に応じて、最低 2回払とします。 

申請が助成対象とはならなかった団体に対しても、Eメールにて通知が行われます。 

 

2. 管理及び国家施策上の要件 

 

約款：申請者は、本助成に適用のあるすべての条件及び必要な証明を満たすことを確認するた

め、申請を行う前にこれらすべてを確認します。これには、連邦規則集第 2編第 200条、連邦

規則集第 2編第 600条、証明及び保証、並びに国務省標準約款（すべてこちら

https://www.state.gov/j/drl/p/c72333.htmで参照可能）が含まれます。標準約款における米国国旗

に関するブランディング及びマーキング要件に留意してください。 
 

3. 報告 

報告要件：受領者は、財務報告及びプログラム報告の提出が必要です。これらの報告書の提出

頻度は助成文書に規定されます。 
 

G. 連邦助成機関への問合せ 

 

連邦助成申請プロセスについて不明な点があれば、PAS（TokyoPASGrants@state.gov）まで英語

でご連絡ください。 

https://www.state.gov/j/drl/p/c72333.htm
mailto:TokyoPASGrants@state.gov


 

 

注：申請に関する質問で、本通知に記載されたものについては、事前相談には応じません。申

請が提出されたら、国務省の役職員（同省にいる者と、外国の大使館にいる者の両方を含みま

す）は、提案審査の全プロセスが完了するまでの間、申請者との間でこの申請について協議す

ることはできません。 

H.その他の情報 

 

予算の算出根拠に関するガイドライン 

 

人件費 

プロジェクトにおいて直接、申請者のために働く常勤・臨時職員への賃金、給与及び給付、並

びにプロジェクトに割かれる当該職員の時間の割合を記載します。 

交通費 

本プロジェクトに関する交通費及び日当を見積もります。プロジェクトに海外渡航が含まれる

場合、かかる渡航の根拠の簡単な説明を添えます。 

設備機器 

耐用年数が 1年を超える（または本プロジェクト期間よりも長い耐用年数の）、1台あたりの

費用が 5,000ドル以上のプロジェクトに必要な機械、家具またはその他の動産を記載します。 

消耗品 

プロジェクトに必要な、コンピュータ機器を含むすべての物品及び資材を列記します。1台あ

たりの費用が 5,000ドルを超える物の場合、「設備機器」の予算に入れます。 

契約関連 

申請者がベンダーとの契約を通じて取得する予定の商品及びサービスを記載します。また、プ

ロジェクト活動の実施に有用な非営利のパートナーへの二次助成がある場合にはこれも記載し

ます。 

その他の直接費用 

プロジェクトに直接関連するその他の費用で、他のカテゴリーにもなじまないものを記載しま

す。例として、資材・機器の送料や該当する税金があります。「その他費用」または「雑費」

はすべて、明細を記して説明します。 

間接費用 

間接費用は、組織運営を維持するために必要な間接費等、プロジェクト活動に直接関連付けら

れない費用です。貴団体が間接費率合意契約（NICRA）を有しており、NICRAに基づく支払が



 

 

予算に含まれる場合、最新の NICRAの写しを添付してください。これまでに NICRAを行った

ことのない団体は、連邦規則集第 2編第 200.68条に定義される修正直接費用総額の 10％を上限

とする間接費用を要求することができます。 

「費用分担」とは、在日米国大使館以外の団体またはその他の組織からの資金拠出をいいま

す。ボランティアの時間や提供される場所等の現物拠出もこれに含まれます。 

酒類 

助成金を酒類に使用することはできません。 

 


